
1.介護サービス費（1日あたり）　

要介護度
基本

サービ
ス費

看護体制
加算Ⅲ

機能訓練
体制加算

サービス
提供加算
Ⅰ

介護サービ
ス費合計

限度
額内
利用
日数

要支援1 479 501 10日

要支援2 596 618 17日

要介護1 645 679 24日

要介護2 715 749 26日

要介護3 787 821 30日

要介護4 856 890 30日

要介護5 926 960 30日

＊長期入所（30日以上）利用者に対して短期入所生活介護を提供する場合日30単位減算

対象者のみ算定される加算 ＊利用限度日数には送迎往復含んでいません。
送迎1回片道184円/1回　　　　 認知症行動・心理症状緊急対応加算 200 単位／日
緊急時受け入れ加算　90円/日 医療連携強化加算58円/日
若年性認知症利用者受入加算 120 単位／日

2.食費・居住費（滞在費）の額（1日あたり）

第1段階

第2段階

第3段階

第3段階

第4段階

＊食費、居住費は世帯の所得によって異なります。

3.その他　実費自己負担

＊加湿器に関しましては感染症予防対策のため施設で定める使用時期に使用をお願いします。

＊おむつ、パットは長慶の里で負担します。 ＊介護輸送は長慶苑で常時対応できるとは限りません。

ショートステイ　長慶の里　料金表 R6年8月

事業所番号　0270203532　　　　　　　　　　　

処遇改善加算Ⅰ
（14％）

サービス費
合計

１割負担

サービス費
合計

２割負担

サービス費
合計　　　　３

割負担

1713

87 705 1410 2115

95 774 1548 2322

70 571 1142

2562

115 936 1872 2808

125 1015 2030 3045

105 854 1708

1094 2188 3282

区分支給限度額

食費負担限度額 居住費（従来個室） 食事代 要支援1 5,032

12 22

134

300円/日 380円/日 朝　420円 要支援2 10,531

600円/日 480円/日 昼　475円 要介護1 16,765

1,445円/日 1231円/日 要介護4 30,938

要介護5 36,217

1000円/日 880円/日 夕　550円 要介護2 19,705

1300円/日 880円/日 要介護3 27,048

受診・往診の医療費 実費 ＊泌尿器科の往診はお車代が発生します

処置等にかかる医療品費 実費 ＊ガーゼ、テープ、包帯等

洗濯業者依頼の洗濯代 洗濯乾燥後1㎏300円 ＊洗濯は持ち帰りか業者委託の選択

施設での洗濯代 1回500円 ＊基本は行いません。衣類不足時のみ

　希望外出及び代理購入時の交通費（長
慶苑介護輸送）

10分毎800円
職員付き添い60分1200円以降30分毎に
600円増し

北星交通介護輸送の場合 メーター料金で請求 職員付き添い60分2060円～

日常個人で使う日用品費 実費 ＊シャンプーリンス石鹸等は随時持参

理美容代（奇数月来苑） 2000円 ＊美容室sinが来苑

ラジオ 30円

テレビ（持ち込み） 50円 ＊サイズは関係なし

居室で使う電化製品等電気代 1日

電気毛布 30円

加湿器（レンタル） 100円 ＊使用時期11月～3月

その他家電 50円～100円 ＊確認してからになります

テレビ（レンタル） 100円 ＊20型になります

加湿器（持ち込み） 50円 ＊使用時期11月～3月



看護体制加算Ⅲ　12単位/日

機能訓練体制加算

サービス提供体制加算 （Ⅰ）22単位／日、（Ⅱ）：18単位／日 （Ⅲ）：6 単位／日 

緊急短期入所受入加算 （介護予防を除く） 90 単位／日 

利用者に対して送迎を行う場合 片道につき 184 単位 

若年性認知症利用者受入加算 120 単位／日 

認知症行動・心理症状緊急対応加算 200 単位／日 

認知症専門ケア加算 （Ⅰ） 3 単位／日

処遇改善加算Ⅰ　14%

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定め、特性やニーズに応じたサービス提供を行った場
合。 ※認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は算定しない。

医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定短期入所生活介
護を利 用することが適当であると判断した者に対し、指定短期入所生活介護を行った場合。 ※利用を開始した日
から起算して 7 日を限度。

・事業所における利用者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状 若しくは行動が認められること
から介護を必要とする認知症の者の占める割合が 2分の 1 以上。
・認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が 20 人未満 である場合にあっては、1以上、
当該対象者の数が 20 人以上である場合にあって は、1 に、当該対象者の数が 19 を超えて 10 又はその端数を
増すごとに 1 を加え て得た数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。
・当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術 的指導に係る会議を定期的に開
催していること。

看取り連携体制加算　64単位/日

・看護体制加算Ⅲ算定。事業所看護師又は特養の看護師との連携により、24時間連絡できる体制を確保している
こと。看取り期における対応方針を定め、利用開始の際に、利用者又はその家族等に対して当該対応方針の内容
を説明し、同意を得ていること。（死亡日及び死亡日以前30日以下について7日を限度）

介護職員の処遇を改善することを目的とする。 処遇改善計画を立案し、既に処遇改善を行っており、適切に報告
していること。 労働基準法等の違反、労働保険の未納がないこと。 職場環境等要件を満たしていること。 処遇改
善に要した費用を全ての職員に周知していること。 キャリアパス要件Ⅰは介護職員の任用の際に職位（役職）、職
責または職務内容に応じた任用要件を定めること。 職業規則などのもので書面で明確にし、周知している等条件
を満たしていること。

ショートステイ長慶の里　加算の詳細

常勤の看護師を1名以上配置していること。 前年度又は算定日が属す る月の前 3 月間の利用者 の総数のうち、
要介護 3 以 上の利用者の占める割合 が 100 分の 70 以上である こと。

 
 専従の機能訓練指導員（※）を 1 名以上配置しているものとし て届け出ていること。 ※機能訓練指導員の対象
資格 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔 道整復師又はあん摩マッサージ指圧師

（Ⅰ）以下のいずれかに該当すること。①介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 80％以上。 　②勤
続10年以上介護福祉士35％以上。

利用者の状態や家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急に短期入所生活介
護を 受けることが必要と認めた者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うこととなっていない指定短期
入所生活介護を 緊急に行った場合。 ※当該指定短期入所生活介護を行った日から起算して 7 日（利用者の日
常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情が ある場合は、14 日）を限度。 ※認知症行動・心理症状
緊急対応加算を算定している場合は算定しない。

利用者の心身の状態、家族の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指
定短期 入所生活介護事業所との間の送迎を行う場合。


